
歳出比較分析表歳出比較分析表歳出比較分析表歳出比較分析表((((平成平成平成平成19191919年度普通会計決算年度普通会計決算年度普通会計決算年度普通会計決算)))) 石川県 津幡町石川県 津幡町石川県 津幡町石川県 津幡町

経常収支比率経常収支比率経常収支比率経常収支比率のののの分析分析分析分析
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11,937,979

181,554

人(H20.3.31現在)
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当　該　団　体　値

類似団体内平均値

類似団体内最大値

類似団体内最小値

経常収支比率経常収支比率経常収支比率経常収支比率（（（（合計合計合計合計））））

HHHH19191919類似団体内順位類似団体内順位類似団体内順位類似団体内順位

108/153108/153108/153108/153

全国市町村平均全国市町村平均全国市町村平均全国市町村平均

92.092.092.092.0

石川県市町村平均石川県市町村平均石川県市町村平均石川県市町村平均

92.992.992.992.9
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60.0

70.0

80.0

90.0

100.0

110.0

120.0

67.367.367.367.3

108.9108.9108.9108.9

89.589.589.589.5
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H19H18H17H16H15

93.293.293.293.2
94.794.794.794.7

90.290.290.290.2

86.386.386.386.3

78.378.378.378.3

人件費人件費人件費人件費

HHHH19191919類似団体内順位類似団体内順位類似団体内順位類似団体内順位

28/15328/15328/15328/153

全国市町村平均全国市町村平均全国市町村平均全国市町村平均

28.028.028.028.0

石川県市町村平均石川県市町村平均石川県市町村平均石川県市町村平均

21.921.921.921.9

(%)
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H19H18H17H16H15

22.222.222.222.222.422.422.422.4
23.823.823.823.8

22.022.022.022.0
20.920.920.920.9

物件費物件費物件費物件費

HHHH19191919類似団体内順位類似団体内順位類似団体内順位類似団体内順位

47/15347/15347/15347/153

全国市町村平均全国市町村平均全国市町村平均全国市町村平均

13.113.113.113.1

石川県市町村平均石川県市町村平均石川県市町村平均石川県市町村平均

12.912.912.912.9

(%)
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13.113.113.113.112.212.212.212.2

9.79.79.79.7

扶助費扶助費扶助費扶助費

HHHH19191919類似団体内順位類似団体内順位類似団体内順位類似団体内順位

41/15341/15341/15341/153

全国市町村平均全国市町村平均全国市町村平均全国市町村平均

8.88.88.88.8

石川県市町村平均石川県市町村平均石川県市町村平均石川県市町村平均

8.08.08.08.0

(%)
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H19H18H17H16H15

4.24.24.24.2

3.53.53.53.53.73.73.73.73.43.43.43.4
3.03.03.03.0

そのそのそのその他他他他

HHHH19191919類似団体内順位類似団体内順位類似団体内順位類似団体内順位

105/153105/153105/153105/153

全国市町村平均全国市町村平均全国市町村平均全国市町村平均

11.411.411.411.4

石川県市町村平均石川県市町村平均石川県市町村平均石川県市町村平均

12.012.012.012.0

(%)
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22.922.922.922.9

12.312.312.312.3
11.511.511.511.510.510.510.510.510.710.710.710.710.410.410.410.4

H19H18H17H16H15

13.713.713.713.7

15.215.215.215.2
13.713.713.713.713.813.813.813.812.812.812.812.8

補助費等補助費等補助費等補助費等

HHHH19191919類似団体内順位類似団体内順位類似団体内順位類似団体内順位

47/15347/15347/15347/153

全国市町村平均全国市町村平均全国市町村平均全国市町村平均

10.410.410.410.4

石川県市町村平均石川県市町村平均石川県市町村平均石川県市町村平均

12.712.712.712.7

(%)
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28.028.028.028.0

12.912.912.912.912.612.612.612.612.812.812.812.812.912.912.912.912.212.212.212.2

H19H18H17H16H15

10.910.910.910.912.212.212.212.2

9.39.39.39.39.29.29.29.29.09.09.09.0

公債費公債費公債費公債費

HHHH19191919類似団体内順位類似団体内順位類似団体内順位類似団体内順位

150/153150/153150/153150/153

全国市町村平均全国市町村平均全国市町村平均全国市町村平均

20.320.320.320.3

石川県市町村平均石川県市町村平均石川県市町村平均石川県市町村平均

25.425.425.425.4

(%)
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16.916.916.916.915.615.615.615.615.315.315.315.315.815.815.815.8

H19H18H17H16H15

30.130.130.130.129.529.529.529.5
26.626.626.626.625.725.725.725.7

22.922.922.922.9

公債費以外公債費以外公債費以外公債費以外

HHHH19191919類似団体内順位類似団体内順位類似団体内順位類似団体内順位

13/15313/15313/15313/153

全国市町村平均全国市町村平均全国市町村平均全国市町村平均

71.771.771.771.7

石川県市町村平均石川県市町村平均石川県市町村平均石川県市町村平均

67.567.567.567.5

(%)

50.0

60.0

70.0

80.0

90.0

100.0

56.656.656.656.6

87.387.387.387.3

72.372.372.372.371.271.271.271.271.471.471.471.471.871.871.871.8
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H19H18H17H16H15

63.163.163.163.165.265.265.265.2
63.663.663.663.6

60.660.660.660.6

55.455.455.455.4

経常収支比率経常収支比率経常収支比率経常収支比率（（（（合計合計合計合計））））

人件費人件費人件費人件費

物件費物件費物件費物件費

扶助費扶助費扶助費扶助費

そのそのそのその他他他他

補助費等補助費等補助費等補助費等

公債費公債費公債費公債費

公債費以外公債費以外公債費以外公債費以外

類似団体平均類似団体平均類似団体平均類似団体平均

津幡町津幡町津幡町津幡町

※１　本レーダーチャートは、当該団体と類似団体平均値より算出した偏差値をもとに
　　チャート化したものである。（偏差値は平均を100としている。）
　２　当該団体の八角形が平均値の八角形より内側にあるほど、歳出抑制等により財政
　　構造に弾力性があることを示している。
　３　類似団体とは、人口および産業構造等により全国の市町村を35のグループに分類
　　した結果、当該団体と同じグループに属する団体を言う。
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分析欄分析欄分析欄分析欄
人件費人件費人件費人件費　　　　　　　　　　　　類似団体平均と比較して4.8％低い22.2％となっている。全国的に見ても決して高くない給与水準や、パート職員の採用によって人件費抑制を行なっていることが

要因にあげられる。今後も給与の適正化に努めると同時に、集中改革プランによる適正な職員数の達成を目指し、人件費の抑制に努める。

物件費物件費物件費物件費　　　　　　　　　　　　山間部に集落が点在するという地形的要因により、公立小学校・保育園の施設数が多く、また給食を各施設内において調理しているため、施設の維持管理費

や臨時保育士・調理員の賃金が大きくならざるを得ないにも関わらず、類似団体と比較して2.6％低い12.1％となっている。これは、予算編成時における物件費の徹底した抑

制に加え、執行においても消耗品の一括管理や備品・公用車の共有化、シルバー人材センターへの業務委託などにより、物件費の削減に努めていることが要因であると考

えられる。今後は集中改革プランに基づき、施設の統合や民営化などの検討を行いながら引き続き物件費の抑制に努める。

扶助費扶助費扶助費扶助費　　　　　　　　　　　　類似団体平均と比較すると継続的に低くなっており、今年度も1.2％低い4.2％となっている。近年、類似団体平均の上昇カーブとほぼ同一の傾向を示しているの

は、町独自の単独扶助費が少なく国の社会保障政策の動向に呼応した制度が大半を占めることが要因である。今後も適正な扶助費の執行に努める。

公債費公債費公債費公債費　　　　　　　　　　　　類似団体平均を12.9％上回る30.1％となっており、津幡町の経常収支比率の推移は公債費による影響が非常に大きい。国の経済・景気対策に呼応した積極的

な公共事業の実施に加え、地形的な条件による公共施設数の多さや地盤の悪さに起因する高い工事単価、さらに平成１７年度にオープンした町文化会館の建設が町債残

高の上昇につながっている。既に平成１５年度以降、町債の新規発行は厳しく抑制しているため、借入残高も毎年約１０億円程度減少しており、公債費もピークである今年度

以降は年々減額となる予定である。今後も町債発行を厳しく抑制し、公債費の削減に努める。

補助費等補助費等補助費等補助費等　　　　　　　　　　　　河北郡市斎場施設組合の建設債償還金が終了したことなどにより前年度と比較して1.3％減少となった。類似団体平均と比較しても2.0％低い10.9％となって

いる。要因としては目的を達成したと思われる補助制度の見直しや廃止を実施するとともに、集中改革プランに基づいてイベントや各種団体に対する町単独の補助金を16年

度実績の15％を削減したことなどが挙げられる。今後も、新たな補助制度創設は厳しく検討するなどして補助費の抑制に努める。

そのそのそのその他他他他　　　　　　　　　　　　類似団体平均と比較して常に高い水準で推移しているのは、繰出金が主な要因である。法非適の公共下水道や農業集落排水など下水道施設整備に係る借入

金の償還を料金のみで支払うことが困難であることに加え、経年劣化により施設の維持管理経費も増加しているためである。さらに山間部が多いことから除雪経費も多くな

らざるを得ない。今後は、下水道事業の経費を節減すると同時に、適正な料金設定の検討も行いながら普通会計の負担軽減を図っていく。

人件費及人件費及人件費及人件費及びびびび人件費人件費人件費人件費にににに準準準準ずるずるずるずる費用費用費用費用　　　　　　　　　　　　地形的な条件により公立小学校や公立保育園の職員数が多いため、類似団体平均と比較して人口1000人あたり職員数は多くなっ

ているが、先の「人件費」でも述べたように、類似団体や全国町村平均と比較しても決して高くない給与水準や、パート職員の採用によって人件費抑制を行なっていること、さ

らに、普通建設事業等に係る支弁事務費を人件費として有効に活用していることが逆に人件費の低さにつながっている。一部事務組合の負担金についても、当町の給与水

準に準じているため、人件費に準ずる経費を著しく引き上げる要因とはなっていない。

公債費及公債費及公債費及公債費及びびびび公債費公債費公債費公債費にににに準準準準ずるずるずるずる費用費用費用費用　　　先の「公債費」でも述べたが、普通会計及び公営企業については国の景気対策に呼応した積極的な事業の実施に加え、地形的な要

因により、人口１人当たり決算額は類似団体と比較して高い数値となっている。既に平成１５年度以降、町債の新規発行は厳しく抑制しているため、借入残高も毎年約１０億

円程度減少しており、公債費もピークである今年度以降は年々減額となる予定である。公債費に準ずる費用についても、河北郡市広域事務組合が実施しているごみのＲＤＦ

化に係る施設整備に要した借入金の償還経費などにより、類似団体平均よりも高い数値となっている。今後は普通会計同様、事業の削減、運営の効率化に努めていかなけ

ればならない。

普通建設事業普通建設事業普通建設事業普通建設事業　　　　　　　　　　　　平成15年度から17年度までの人口一人当たり普通建設事業費は、文化会館建設のため類似団体平均を常に上回ってきたが、同事業完了後は大きな

差はない。平成19年度決算額が類似団体平均より少し高くなっているのは、まちづくり交付金を有効活用した津幡北部地区の基盤整備事業など補助事業が増額となったこ

とが要因であり、逆に単独事業は前年度と比較して半減、類似団体平均と比較しても30％以上の減となっている。今後も町の総合計画で重点事業と位置づけたまちづくり交

付金事業や津幡小学校建設事業を中心に各事業を緊急度や必要性の点から厳しく点検し、適正な執行に努める。


